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地域コミュニティとは

「地域コミュニティ」・・・

本市の区域内における地域住民相互のつながりを基礎とする

地域社会をいう。

（京都市地域コミュニティ活性化推進条例第２条（１））

～Ⅰ 京都の地域コミュニティ～
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京都の地域コミュニティ
～Ⅰ 京都の地域コミュニティ～
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学区
（元学区）

自治会・
町内会

学区や自治会・町内会による主体的な地域活動が

良好な地域コミュニティを維持・形成している。

１学区あたり平均
世帯数３，２５０世帯
人口６，６００人
（京都市推計人口より）

平均加入世帯数
約７２世帯

（３０自治会・町内会
アンケートより）

京都市

区

京都市には，１１の行政区のなかに，概ね小学校の通学範囲を単位と
した２２２の自治組織（学区・元学区）があり，２２２学区ある中，
約６，５００の自治会・町内会がある。



地域コミュニティにおける
各主体の責務と役割

～Ⅰ 京都の地域コミュニティ～
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地 域 

事業者 
 

地域活動に協力＜責務＞ 

住 民 
 

地域活動に積極的に参
加・協力＜役割＞ 

自治会・町内会 

 

地域住民相互の 

交流・協働を推進 

ＮＰＯ 
 

連携して活動（役割） 

＜地域コミュニティ活性化に向けた各主体の責務と役割＞ 

地域の各種団体 
 

連携して活動（役割） 

 

京都市 

自治会・町内会等の取組を支援＜責務＞ 

 

＜ ＞…地域コミュニティ
活性化推進条例に規定 

 



１．単身世帯の増加・標準世帯の減少

京都市内の一人世帯（単身世帯）は年々増加。
一方，両親と子２人からなるいわゆる標準世帯は減少。
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335,054 
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176,774 

177,152 

177,653 

99,724 

99,444 

98,520 

97,761 

96,875 

104,349 

102,602 

100,952 

99,218 

97,171 

世帯構成人員別世帯数の推移

１人 ２人 ３人 ４人以上

割合 48.0%

割合 47.2%

割合 46.6%

割合 46.0%

割合 45.5%

総世帯数 694,548

総世帯数 709,185

出典：京都市統計ポータルの統計データを基に作成

総世帯数 700,395

総世帯数 704,453

総世帯数 714,347

～Ⅱ 地域コミュニティを取り巻く現状～
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２．共働き世帯の増加

日本国内の共働き世帯は年々増加し，平成9年以降は共働き
世帯数が男性雇用者と無業の妻からなる世帯数を上回っている。

出典：男女共同参画白書（平成30年版）内閣府 6

～Ⅱ 地域コミュニティを取り巻く現状～



３．生活時間の変化
国民の生活時間に関する実態調査では，男女共に「睡眠」「仕事」に費

やす時間が減少。一方，「休養・くつろぎ」に費やす時間が増加しており，
家族との団らんなどの時間への志向が強まる傾向にある。

〇遊びは近場で仕事は遠くで
「移動（通勤･通学以外）」の増加幅は従

来と比較して縮小している（男性の場合はマ
イナス）反面、「通勤・通学」（有業者なの
でほとんど通勤）は男女とも増加している。
人びとのつきあいや娯楽・スポーツなどは近
場志向，仕事は遠くまでという傾向にある。

〇外交的というよりくつろぎ志向
「休養・くつろぎ」が男女共に高い増加傾

向にある。近年，収入が伸び悩む中で，所得
志向、外向重視から，「家族との団らん」な
どの時間への志向、内向重視が強まる傾向に
ある。

7

～Ⅱ 地域コミュニティを取り巻く現状～



４．自治会・町内会活動の担い手不足

自治会・町内会の運営における課題を尋ねたところ，
「高齢者が多く，活動に参加できる人が少ない」（65.2％）との
回答が最も多く，次いで「高齢の一人暮らし等が多く，役員を担える
人が少ない」（47.9％）となっている。

出典：平成30年度 京都市自治会・町内会アンケート報告書

22.2%

65.2%

47.9%

29.4%

24.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

住民の活動に対する理解や関心が薄い

高齢者が多く，活動に参加できる人が少ない

高齢の一人暮らし等が多く，役員を担える人が少ない

自治会・町内会の行事や活動が多く，役員をはじめ，負担に感じら

れている人が多い

活動に参加している人が固定化していて，活動に広がりがない

貴会の運営において，課題と感じられることは何ですか？（上位5項目，複数回答）

今回調査 N=3,345
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～Ⅱ 地域コミュニティを取り巻く現状～



５．住民同士のつながりの希薄化①

住民同士のかかわりあいについて尋ねたところ，
「よくある」(8.0%)「たまにある」(30.3%)の合計が38.3％で，
2年前の調査時の44.1％に比べて5.8％減少。

①8.0%

①10.4%

②30.3%

②33.7%

③22.3%

③22.8%

④14.8%

④13.2%

⑤19.9%

⑤16.1%

⑥4.8%

⑥3.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

Ｈ28年調査

①よくある ②たまにある ③どちらとも言えない ④どちらかというとない ⑤ほとんどない ⑥無回答

出典：平成30年度 京都市自治会・町内会アンケート報告書
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38.3%

44.1%

～Ⅱ 地域コミュニティを取り巻く現状～



６．住民同士のつながりの希薄化②

地域（家族や親族以外）で頼りにするのは「友人(45.7%)」が最も
多く，次いで「医療機関(44.6%)」「行政機関(37.5%)であった。
一方，地域の人に手助けしてほしいことは「特にない」が半数以上。

出典：平成29年度 京都市市政総合アンケート「地域における生活課題や支え合い活動に関する意識調査」
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～Ⅱ 地域コミュニティを取り巻く現状～

日常生活で誰かの手助けを必要とした場合，家族や親族以外の誰（どこ）を
頼りにされますか。(複数回答)

１近隣住民・・・・・・・

２友人・・・・・・・・・

３自治会・町内会の役員・

４民生委員・児童委員・・

５ボランティア団体・・・

６病院などの医療機関・・

７ケアマネジャー・・・・

８市役所や区役所などの
行政機関・・・・・・・

９高齢サポートなどの
相談支援機関・・・・・

10その他・・・・・・・・

無回答・・・・・・・・・

19.8%

45.7%

5.8%

7.1%

2.9%

44.6%

16.3%

37.5%

23.3%

6.9%

2.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

25.5%

8.1%

5.3%

4.2%

2.5%

3.6%

8.2%

5.0%

8.5%

2.9%

56.8%

2.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

日常生活で地域の人に手助けしてほしいことは何ですか。(複数回答)

１日常の見守り・声かけ・・・

２世間話などの話し相手・・・

３ごみ出しなどのちょっと
した家事・・・・・・・・・

４買い物などの手伝い・・・・

５通院などの外出時の付添い・

６家の中の掃除や洗濯・・・・

７悩みや心配事の相談・・・・

８子どもの預かり，世話・・・

９病気の時の看病や世話・・・

10その他・・・・・・・・・・

11特にない・・・・・・・・・

無回答・・・・・・・・・・・



１．自然災害の頻発を踏まえた地域防災の重要性

自然災害発生件数は近年増加傾向にあり，自然災害の脅威は拡
大傾向。そのような中，地域とのつながりを基盤にした平時から
の自助の取組の重要性が高まっている。

～Ⅲ 社会情勢の変化～

平成30年9月に発生した台風21号では，「暴風」に対する避難
勧告の発令等に関する基準がない中にあっても，各地域におけ
る独自の判断によって，48箇所の自主避難先が開設された。

出典：令和元年版 防災白書（内閣府）

出典：2016年版 中小企業白書（中小企業庁）

日本の自然災害発生頻度・被害状況 自助の取組の進展
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40.0 
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1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030

65歳以上の一人暮らしの者の動向

65歳以上の一人暮らし（千人） 対65歳以上人口比（%）

２．孤立しやすい社会的構造にある方への支援・対策

増加する独居高齢者や貧困世帯の子どもなど社会的に孤立しや
すい方への支援・対策の強化。
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～Ⅲ 社会情勢の変化～

出典：平成30年版高齢者白書（内閣府）を基に作成

実績値 推計値

10.9 

12.9 12.8 
12.2 

13.4 
14.4 

13.7 
14.2 

15.7 
16.3 

13.9 

1985 1988 1991 1994 1997 2000 2003 2006 2009 2012 2015

子どもの貧困率

出典：平成28年 国民生活基礎調査（厚生労働省）を基に作成

2013年「子どもの貧困対策の推
進に関する法律」が成立

前回調査より2.4%減少。
ただし，依然として約7人
に1人の子どもが貧困状態。



３．外国籍市民と地域コミュニティとの調和

日本国内の在留外国人が増加傾向にある中，出入国管理法（入
管法）の改正に伴い，更なる増加が予想される外国籍市民と地域
コミュニティとの調和に向けた方策の検討が必要。
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～Ⅲ 社会情勢の変化～

出典：在留外国人統計（法務省）

【入管法改正のポイント】
指定された業種で一定の能力が認められる外国人労働

者に対し、新たな在留資格「特定技能1号」「2号」を付
与することが柱。
政府によると，介護や建設など14業種を対象とし，5年

間で最大約34万5千人の受入れを見込む。



対応に困っている事例
～Ⅳ 具体的な事例～
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事例①：生活困窮世帯が地域活動へ参加することの難しさ

Ａ区では母子世帯が多く，世帯が小さいため，母親は働きに出て，町内会やＰＴＡなどの既存活動
にほぼ参加できない。

そのため，既存組織の活動が他地域よりも維持しにくい状況にある。

事例②：高齢化や担い手不足等を背景にした負担増による町内会の解散

Ｂ町内会は，全400世帯のうち約100世帯が町内会に加入しているが，学区の周辺部に位置してい
ることもあり，夏祭りや運動会などの学区行事にはほとんど参加せず，地域活動への参加は限定的で
あった。
そのような背景の下，住民の高齢化の進行や担い手不足などから，町内会の維持が困難な状況が10

年ほど続き，町内会役員一人ひとりへの負担が重くなったことから，やむなく町内会を解散した。

※以上の事例は，本市まちづくりアドバイザーが地域のまちづくり活動を支援する中で情報収集した内容。



様々な方法で対応している事例

事例①：地域団体と連携した取組

Ａ区では小学校の保護者有志で構成する地域団体が活発で，協力して毎年フェスタを開催している。
それぞれのメンバーは学区行事の運営にも活躍しており，担い手育成にもなっている。

～Ⅳ 具体的な事例～
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事例②：外国籍市民のコミュニティ形成に向けた支援

外国籍の母子世帯が多く住んでいるＢ学区では，言葉や文化の違いから母親が地域で孤立しがちで，
さらに，貧困化傾向にある。そのような中，学校が専門知識を有するＮＰＯと協働して，親子のため
のコミュニティ形成に取り組んでいる。

事例③：地域住民主体による空き家対策

Ｃ町では，高齢化が進み，空き家が増え，これを外国資本が買い上げてゲストハウスにする事例が
増えている。そこで，地域住民がまちづくり会社を設立し，地域住民の空き家相談に乗りながら，空
き家化した場合は不動産を引き受けることで，より地域のためになる利活用を目指している。

※以上の事例は，本市まちづくりアドバイザーが地域のまちづくり活動を支援する中で情報収集した内容。


